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平成２４年３月２２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２２年（ワ）第３４７０５号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年１月２４日 

判          決 

東京都東久留米市＜以下略＞ 

原       告   Ａ 

同訴訟代理人弁護士   三 戸 岡   耕   二 

同           吉   岡   俊   治 

東京都文京区＜以下略＞ 

被       告   株 式 会 社 オ ス カ 

東京都文京区＜以下略＞ 

被       告   株 式 会 社 オ ス カ 企 画 

東京都文京区＜以下略＞ 

被       告   Ｂ 

上記被告３名訴訟代理人弁護士   桑   野   雄 一 郎 

主          文 

１ 被告らは，原告に対し，連帯して，１１０万円及びこれに対する平成

２２年１０月１２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。 

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は，これを１８分し，その１７を原告の負担とし，その余を

被告らの負担とする。 

４ この判決は，第１項に限り仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由               

第１ 請求 

被告らは，原告に対し，各自２０００万円及びこれに対する平成２２年１０
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月１２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本件は，世界各地の蒸気機関車（ＳＬ）を撮影したビデオ映像の著作者及

び著作権者である原告が，上記ビデオ映像が被告らによってテレビ放送用の

番組に編集され，テレビ局に販売されてテレビで放映されたことにより，同

ビデオ映像に係る原告の著作権（複製権，頒布権及び公衆送信権）及び著作

者人格権（同一性保持権，氏名表示権及び公表権）が侵害されたと主張して，

被告らに対し，不法行為に基づく損害賠償金の内金として，各自２０００万

円及びこれに対する不法行為の後である平成２２年１０月１２日から支払済

みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案であ

る。 

 １ 争いのない事実等（末尾に証拠を掲げていない事実は，当事者間に争いが

ない事実である。） 

  (1) 当事者 

ア 原告は，主に鉄道紀行を中心として，各種メディアに自己の作品を発

表するなどの活動をしている，紀行作家・写真家である。 

イ 被告株式会社オスカ企画（以下「被告オスカ企画」という。）は，テ

レビ番組等の映像制作会社である。 

被告株式会社オスカ（以下「被告オスカ社」という。また，被告オス

カ企画と併せて「被告２社」ということがある。）は，テレビ用映画フ

ィルムの配給等を業とする会社である。 

  被告Ｂは，被告２社の前代表取締役である。被告Ｂは，原告の撮影し

た上記ビデオ映像が，後記のとおり被告らによってテレビ番組に編集さ

れ，テレビ局に販売された当時，被告２社の代表取締役を務めていた。 

  (2) 原告によるビデオ映像の撮影（甲４，７，１０，乙１，７，８） 

   ア 原告は，平成１２年ころ，原告の父から，父の知人である被告Ｂを紹
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介された。 

   イ 原告は，被告Ｂから，被告オスカ企画の保有する業務用のデジタルビ

デオカメラ（以下「ＤＶカメラ」という。）及びその付属機材一式を借

り受け，平成１２年ころから平成１６年までの間に，数回にわたり，世

界各地（グアテマラ，エルサルバドル，ベトナム，中華人民共和国（以下

「中国」という。），アメリカ合衆国コロラド州，同アラスカ州）を訪れ，

現地のＳＬの様子を上記ＤＶカメラで撮影した（以下，原告が撮影した

上記映像を「本件ビデオ映像」という。）。 

原告は，上記撮影旅行に出発する都度，被告Ｂの自宅にあった被告オ

スカ企画の制作室を訪れ，被告ＢからＤＶカメラ等の機材一式を借り入

れるとともに，撮影用のデジタルビデオテープ（以下「ＤＶテープ」と

いう。）の提供を受けた。また，原告は，撮影旅行から帰国すると，被

告ＢにＤＶカメラ等を返還し，原告が撮影した映像を記録したＤＶテー

プを同被告に渡していた。 

原告が撮影した本件ビデオ映像を記録したＤＶテープ（以下「本件Ｄ

Ｖテープ」という。）は，合計１５本であり，撮影時間は約２５時間に

及ぶ。 

   ウ 原告は，本件ビデオ映像について，その撮影者として，著作権及び著

作者人格権を取得した。 

  (3) 本件テレビ番組の制作，販売及び放映（甲６，乙５～８，乙９の１～６，

乙９の８～１５，乙１０の１～４） 

   ア 被告オスカ企画は，平成１６年ころ，本件ビデオ映像を利用してＳＬ

をテーマとするテレビ番組を制作することを企画した。 

そこで，当時被告オスカ企画の専属映像ディレクターであったＣは，

本件ビデオ映像を編集し，映像のナレーションを作成するなどして，次

のとおり，２本のテレビ番組を制作した。なお，上記番組の映像中，ニ
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ュージーランド及びハワイの映像（放映時間合計４分４９秒）について

は，本件ビデオ映像ではなく，被告オスカ企画が独自に入手した映像が

利用された。 

① タイトル  ＳＬが語る世界の車窓 その１ 

放映時間  ２４分３５秒（ＣＭ（コマーシャル）の時間を除く。） 

撮影地域  ニュージーランド，グアテマラ，エルサルバドル， 

アメリカ合衆国ハワイ州，ベトナム 

（以下「本件テレビ番組１」という。） 

② タイトル  ＳＬが語る世界の車窓 その２ 

放映時間  ２４分３７秒（ＣＭの時間を除く。） 

撮影地域  中国，アメリカ合衆国コロラド州，同アラスカ州 

（以下「本件テレビ番組２」といい，本件テレビ番組１と併せて「本

件テレビ番組」という。） 

イ 被告オスカ社は，本件テレビ番組を，別紙「本件テレビ番組販売先等一

覧表」（以下「別紙一覧表」という。）の「販売先」欄記載のテレビ局に

対し，同「販売価格」欄記載の価格で販売した。 

本件テレビ番組は，上記テレビ局において，別紙一覧表の「放送日」欄

記載の日時に放送された。 

   ウ 本件テレビ番組には，撮影者である原告の氏名は表示されていない。 

(4) 本件ＤＶＤの制作及び販売（甲１，４，１０，乙８） 

    被告オスカ社は，本件テレビ番組が上記のとおりテレビで放送された後，

株式会社博美堂（以下「博美堂」という。）から，本件テレビ番組をＤＶ

Ｄに収録して，株式会社大創産業（以下「大創産業」という。）向けの商品

として販売したい旨の要望を受け，博美堂との間で，本件テレビ番組をＤＶ

Ｄに収録して販売することを合意した（以下，本件テレビ番組を収録したＤ

ＶＤを「本件ＤＶＤ」という。）。 
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    博美堂は，平成１９年に，大創産業に対して本件ＤＶＤを販売し，大創産

業は，同年１０月ころから，その経営する１００円ショップ「ダイソー」に

おいて本件ＤＶＤを販売した。 

(5) 別件訴訟の結果（弁論の全趣旨） 

 ア 原告は，本件ＤＶＤの制作及び販売により本件ビデオ映像に係る原告

の著作権（複製権）及び著作者人格権（同一性保持権，氏名表示権及び

公表権）が侵害されたとして，東京地方裁判所に対し，大創産業を被告

として，損害賠償金４９５０万円（財産的損害４０００万円，精神的損

害５００万円及び弁護士費用４５０万円）の支払等を求める訴え（平成

２０年(ワ)第３６３８０号。以下「別件訴訟」という。）を提起した。

被告オスカ社は，大創産業の補助参加人として，別件訴訟に参加した。 

 イ 東京地方裁判所は，平成２２年４月２１日，本件ＤＶＤを制作する行

為は本件ビデオ映像に係る原告の著作権（複製権）及び著作者人格権（同

一性保持権，氏名表示権及び公表権）を侵害するものであると認め，大

創産業に対し，損害賠償として３０７万５３２８円及び遅延損害金の支

払を命じ，原告のその余の請求を棄却する判決（以下「別件訴訟第一審

判決」という。）を言い渡した。上記認容額は，著作権法１１４条３項

に基づく財産的損害２１０万５９２０円及び著作者人格権侵害の慰謝料

１００万円の合計３１０万５９２０円から，過失相殺として原告の過失

１割を減額し，これに弁護士費用２８万円を加えた金額である。 

 ウ 原告は，別件訴訟第一審判決を不服として，知的財産高等裁判所に控

訴をした（平成２２年(ネ)第１００４６号）。 

知的財産高等裁判所は，平成２２年１１月１０日，別件訴訟第一審判

決を変更し，大創産業に対して３２９万６８００円及び遅延損害金の支

払を命じる判決（以下「別件訴訟控訴審判決」という。）を言い渡した。

上記認容額は，財産的損害１９９万６８００円，慰謝料１００万円及び
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弁護士費用３０万円の合計額であり，大創産業側の主張した過失相殺は

認められなかった。 

同判決は，その後確定し，原告は，上記認容額の支払を受けた。 

 ２ 争点 

  (1) 原告は，被告らに対し，本件ビデオ映像を編集して放送番組を制作する

こと及びテレビ局を通じて同番組を放送することを黙示に許諾したか（争

点１） 

  (2) 被告らは，本件テレビ番組に原告の氏名表示を省略すること（著作権法

１９条３項）ができるか（争点２） 

  (3) 被告らの故意又は過失の有無（争点３） 

  (4) 過失相殺の成否（争点４） 

  (5) 原告の損害（争点５） 

 ３ 争点に関する当事者の主張 

  (1) 争点１（原告は，被告らに対し，本件ビデオ映像を編集して放送番組を

制作すること及びテレビ局を通じて同番組を放送することを黙示に許諾し

たか）について 

  ［被告らの主張］ 

   ア 本件テレビ番組が制作され，テレビで放送されるまでの事実経過は，

次のとおりである。 

 (ア) 被告Ｂは，平成１２年ころ，原告の父から，当時カメラでＳＬの写

真を撮影していた原告の身の振り方について相談を受け，カメラではな

く動画を撮ることを勧めてみてはどうかと提案するとともに，原告に興

味があるなら被告オスカ企画が保有する機材を貸与してもよい旨を話

した。 

この話を聞いた原告は，被告Ｂの自宅にあった被告オスカ企画の制作

室を訪れ，被告Ｂと相談した結果，原告が海外に出かける際に，被告オ
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スカ企画から機材を借りて鉄道の映像を撮影し，撮影したＤＶテープは

機材とともに被告オスカ企画に渡すこととした。なお，このＤＶテープ

は被告オスカ企画の資産であり，原告は，撮影旅行から帰ると，被告オ

スカ企画に本件ＤＶテープを返却していた。 

このようにして撮影された本件ビデオ映像は，もともと，原告の趣味

の一環として撮影されたものであって，被告２社において本件ビデオ映

像を利用して放送番組等を制作することを予定して撮影されたもので

はなく，当初はその予定もなかった。 

(イ) その後，原告が平成１６年３月から５月まで中国に撮影旅行に出か

けていたころ，被告オスカ企画において，本件ビデオ映像を利用して放

送番組を制作するという企画が持ち上がった。 

ところが，原告は，中国から帰国した後，被告オスカ企画に機材を返

却するに際し，返却日時の約束を一方的にキャンセルしたり，約束の訪

問時間に遅れたりなどしたことについて，平成１６年５月２４日に被告

オスカ企画を訪れた際に，被告Ｂから強く叱責されたため，以後，原告

が被告Ｂと話をすることはなくなった。 

(ウ) 原告は，平成１６年５月２８日，三脚を返却するために被告オスカ

企画の制作室を訪れた。その際，Ｃは，原告に対し，本件ビデオ映像を

利用して放送番組を制作する企画を考えていることを伝えるとともに，

撮影された映像の国名や列車名，駅名等の情報を書いた説明書を作成す

ることを依頼した。これに対し，原告から，本件ビデオ映像のコピーが

欲しいとの要望があったため，Ｃは，本件ビデオ映像をＤＶテープから

ＶＨＳテープにダビングし，これを，同年６月２６日，原告に送付した。 

しかしながら，原告がなかなか上記依頼に係る説明書を作成しなかっ

たため，Ｃは，原告に対し，電話や手紙等で何度か催促をした。原告は，

平成１７年正月にＣに送った年賀状（乙４。以下「原告年賀状」という。）
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において，「ご連絡が遅くなりすみません。時間をみつけビデオ資料整

理しますのでもう暫くお待ち下さい」と記載したものの，その後も説明

書を作成しなかった。 

そのため，Ｃは，自分で資料等を調査して情報を収集し，映像のナレ

ーション等を作成するとともに，本件ビデオ映像を編集して，本件テレ

ビ番組を制作した。 

イ 上記事実関係によれば，原告は，遅くとも，Ｃから本件ビデオ映像の説

明書の作成を依頼された段階では，被告らにおいて本件ビデオ映像を利用

した放送番組を制作するという企画があることを伝えられており，そのよ

うな放送番組を制作することも当然予想し得たにもかかわらず，これに異

議を唱えず，むしろ，放送番組の制作に必要な本件ビデオ映像の説明書の

作成の依頼を受諾したものである。 

したがって，原告は，本件ビデオ映像が編集されて放送番組が制作され

ること（複製及び改変）及び同番組がテレビ局を通じて放送されること（頒

布，公衆送信及び公表）について，黙示の許諾を与えていたものと評価す

ることができる。 

   ウ また，本件テレビ番組は，別紙一覧表のとおり，相対取引によりテレ

ビ局９社に販売されたにとどまるものであり，販売先は特定かつ少数で

ある。 

     したがって，被告オスカ社が本件テレビ番組をこれらのテレビ局に販

売した行為は，本件ビデオ映像に係る原告の著作権（頒布権）を侵害す

るものではない。 

［原告の主張］ 

   ア 被告らの主張を否認ないし争う。 

     原告がＣから本件ビデオ映像の説明書の作成を勧められるまでの事実

経過は，次のとおりである。 
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    (ア) 原告が被告Ｂと知り合った経緯 

      原告が被告Ｂと面識を得た契機は，同被告が原告の父から原告の身

の振り方について相談を受けたからではない。原告は，被告Ｂと面識

を得る数年前から，鉄道紀行文を雑誌・書籍に連載するなど，職業紀

行作家として進路を定めて歩み始めており，父の知人というだけで，

それまで一面識もない被告Ｂに自分の身の振り方を相談するような状

況にはなかった。 

      当時，原告は，それまでに取材した世界の鉄道の中に，その後運行

されなくなった路線や車両等があったことから，写真撮影による静止

画像だけでなく，動画を精細な映像で記録したいと希望していた。そ

の折に，原告の父から，放送用番組制作会社を営む被告Ｂを紹介され

たことから，高精細動画撮影の説明を聞くために同被告と会うことと

した。 

(イ) 原告が被告Ｂに本件ＤＶテープを預けた理由 

  本件ビデオ映像は，原告の趣味の一環として撮影されたものではな

く，既にプロの紀行作家として活動していた原告が，その活動の一環

として，鉄道の動画を記録したものである。また，原告が，これらの

貴重な映像が記録された本件ＤＶテープを被告Ｂに預けたのは，同被

告から，録画した映像が必要なときにはいつでもすぐ返還する旨の説

明を受け，被告らの他の業務用動画素材とともに本件ＤＶテープを安

全に保管すると約束されたからである。 

    (ウ) 平成１６年５月２４日の被告Ｂ宅での出来事 

      原告は，平成１６年５月２４日，中国での取材旅行中に使用したＤ

Ｖカメラ等の機材を返却するため，被告Ｂの自宅を訪れた。 

その際，原告は，被告Ｂから，本件ビデオ映像について製品化した

い，版権を譲渡しないかとの提案を受けたものの，原告のライフワー
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クである鉄道動画について版権を他人に譲渡することなど考えられな

かったため，同提案を即座に断った。 

なお，当日は，原告が帰国後，機材の返却をなかなかすることがで

きずに延び延びになっていたことや，当日の訪問が遅い時間になった

こと，借り受けた機材のうち三脚を持参し忘れたことなどを理由に，

被告Ｂが原告に対して激高し，大声を出したことがあった。原告は，

初めて見る被告Ｂの豹変ぶりに驚き，以後，被告Ｂと直接話をするこ

とはなくなった。 

原告は，その数日後，三脚を返却しに被告Ｂ宅を訪れ，応対したＣ

に三脚を返却した。その際，Ｃから，本件ビデオ映像の商品化や版権

譲渡等の話は出なかった。 

    (エ) Ｃからの提案 

      その後しばらくしてから，原告は，Ｃから電話を受け，本件ＤＶテ

ープがかなり長時間のものとなったことから備忘としての説明書を作

成しておいた方がよい旨，勧められた。 

原告は，上記提案はＣが個人的な親切心から言ってくれているもの

と受け取ったが，テープの記録映像を見なければ説明文は作れない，

今は被告Ｂ宅には行きたくない，と答えた。 

すると，その後，Ｃから，本件ＤＶテープをダビングしたＶＨＳテ

ープが宅配便で送られてきた。原告は，この送付伝票（乙３）の発送

元として，Ｃ個人の氏名が表記され，Ｃの自宅から発送された旨の表

示がされていたことから，このテープはＣが個人的好意により送って

くれたものと解釈した。 

    (オ) 原告年賀状の意味 

      原告は，Ｃから上記提案を受けたものの，当面本件ビデオ映像を使

用する予定はなく，直ちに本件ビデオ映像の説明書を作成する必要性
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もなかったことから，Ｃから勧められた説明書を作成せずにいた。 

      その後，Ｃから原告に連絡があったものの，原告は，Ｃの配慮に礼

を言い，実際に説明書を作成するにはまだ時間がかかる旨を述べ，Ｃ

も特に催促等はしなかった。 

      原告は，翌年（平成１７年）の正月，Ｃ個人に対し，その自宅に宛

てて年賀状（原告年賀状）を出し，謝意を表しつつ，まだ説明書を作

成していない旨を連絡した。その後，被告ＢやＣからの原告に対する

連絡は，全くなくなった。 

   イ 以上のとおり，原告は，Ｃから本件ＤＶテープの説明書の作成を勧め

られたことはあったが，被告らから，本件ＤＶテープを利用して番組を

制作する企画があると告げられたことはなく，番組制作に必要なものと

して本件ビデオ映像の説明書の作成を依頼されたことも，そのような依

頼を受諾したこともない。 

     また，被告Ｂは，当時，本件ビデオ映像の著作権は被告らにあると信

じていたものであり（乙７，８），このような誤った認識に基づいて，

本件テレビ番組及び本件ＤＶＤを制作し，販売したものであるから，そ

のような認識を有していた被告らが，原告に対して本件ＤＶテープの利

用の承諾を求めることはあり得ない。 

     さらに，本件ビデオ映像の説明書の作成依頼を原告が受諾したとされ

る平成１６年５月２８日の時点では，前記のとおり，原告と被告Ｂとの

間には決定的な感情的対立が生じていたものである。被告らが，このよ

うな感情的対立が生じている相手に対し，その相手が職業的に苦労して

撮影した動画を使用して番組を制作し，販売するという話題を持ち出す

ことは，常識では考えられず，仮に持ち出されたとしても，原告が応じ

ないことは明白である。 

(2) 争点２（被告らは，本件テレビ番組に原告の氏名表示を省略すること（著
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作権法１９条３項）ができるか）について 

［被告らの主張］ 

  本件ビデオ映像は，映像としての具体的表現そのものにおける撮影者であ

る原告の思想感情の表現というよりも，撮影対象であるＳＬの希少性に，そ

の主たる価値があるものである。そして，本件テレビ番組は，被告オスカ企

画（Ｃ）が，本件ビデオ映像のごく一部を，独自の編集方針の下で抽出して

編集し，ナレーション等を加えて映像作品としてまとめ上げたものであり，

結果的に，映像作品としては，本件ビデオ映像全体とはかなり質の異なる作

品となっている。また，映像作品においては，放送時間の制約もあり，氏名

表示についても一定の制約がある。 

これらの点に加え，前記のとおり，原告が，被告らから本件ビデオ映像の

説明書の作成の依頼を受け，これを承諾したにもかかわらず，不当に上記説

明書の作成を放置していたことからすれば，本件テレビ番組については，原

告の氏名表示を省略したとしても，著作物の利用の目的及び態様に照らし，

著作者が創作者であることを主張する利益を害するおそれがなく，公正な慣

行にも反しない（著作権法１９条３項）といえる。 

したがって，本件テレビ番組に原告の氏名が表示されていないことは，原

告の著作者人格権（氏名表示権）を侵害するものではない。 

［原告の主張］ 

  被告らの主張を否認ないし争う。 

(3) 争点３（被告らの故意又は過失の有無）について 

  ［原告の主張］ 

    被告オスカ企画による本件テレビ番組の制作，被告オスカ社による本件

テレビ番組の販売及び販売先のテレビ局による本件テレビ番組の放送は，

いずれも，原告の承諾を得ずに行われたものである。原告は，これらの行

為により，本件ビデオ映像に係る原告の著作権（動画の複製を作出した行
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為につき複製権，制作した放送番組を放送局へ販売したことにつき頒布権，

放送局を通じてテレビ放送がされたことにつき公衆送信権）及び著作者人

格権（同一性保持権，氏名表示権及び公表権）を侵害された。 

また，上記行為がされた当時，被告２社は，被告Ｂの個人会社であり，

上記行為は，実質的に全て，被告Ｂが直接行ったか，又は，被告Ｂの指揮

の下で，専属プロデューサーであるＣが業務として行った。 

    したがって，被告らは，共同不法行為者として，又は，被告Ｂについて

は，被告２社の取締役として故意又は重大な過失によって原告に損害を与

えたことについて会社法４２９条１項に基づき，原告に対して損害賠償責

任を負う。 

  ［被告らの主張］ 

    原告の主張を否認ないし争う。 

(4) 争点４（過失相殺の成否）について 

  ［被告らの主張］ 

前記(1)［被告らの主張］のとおり，原告は，Ｃから本件ビデオ映像の説明

書の作成を依頼された段階で，本件ビデオ映像を利用した放送番組を制作す

る企画があることを伝えられていたものである。 

したがって，原告は，この時点で，被告らが本件ビデオ映像を利用した放

送番組を制作することを予想し得たにもかかわらず，被告らに対して何らの

対応もとらなかった。 

よって，本件テレビ番組が制作ないし放送されたことについて，原告に過

失が認められる。 

［原告の主張］ 

  被告らの主張を否認ないし争う。 

(5) 争点５（原告の損害）について 

  ［原告の主張］ 
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   ア 著作権侵害による損害（著作権法１１４条３項による損害額） 

(ア) 本件ビデオ映像は，世界の辺境などで稼働する鉄道の紀行映像で

あり，これまで日本の紀行映像で発表されたことのない，極めて珍し

く貴重なものである。 

また，現在，テレビでは，鉄道専門チャンネルが開設され，それが

広く一般紙の社会面で話題になるほど，鉄道コンテンツに対する経済

的社会的価値が高くなっている。 

したがって，本件ビデオ映像の映像価値は，非常に高い。 

(イ) 本件テレビ番組は，このように貴重な本件ビデオ映像の中の，見

所（ハイライト部分）のみを編集したものである。また，このような

映像は，いったん公表されてしまうと映像の価値が著しく下がるため，

初めて公表する際には，取材費用及び撮影費用を十分反映した対価を

著作料として算定する。 

テレビ番組の製作会社である株式会社ＴＢＳビジョン（以下「ＴＢ

Ｓビジョン社」という。）の取扱い（甲５。以下「ＴＢＳビジョン価

格表」という。）では，同社の放送番組中に資料映像等として利用さ

れた映像を，第三者に対してテレビ番組として販売する場合の通常の

価格は，基本料金５万円に映像１秒当たり３０００円を加算した金額

である。 

したがって，本件ビデオ映像をテレビ番組として販売する場合の通

常の価格は，少なくとも，ＴＢＳビジョン価格表の金額を下回るもの

ではない。 

   (ウ) 本件テレビ番組の中で本件ビデオ映像が使用されている部分は，

本件テレビ番組１について１９分４６秒であり，本件テレビ番組２に

ついて２４分３７秒である。 

したがって，本件テレビ番組について原告が受領すべき金額は，本
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件テレビ番組１について３６０万８０００円（50,000 円＋1,186 秒×

3,000 円）であり，本件テレビ番組２について４４８万１０００円

（50,000 円＋1,477 秒×3,000 円）である。 

  本件テレビ番組は，別紙一覧表のとおり，本件テレビ番組１がテレビ

局８社に販売され，本件テレビ番組２がテレビ局９社に販売されてい

るから，これらの販売により原告が受けるべき金額は，６９１９万３

０００円（3,608,000×8＝28,864,000 円＋4,481,000×9＝40,329,000

円）となる。 

  原告は，本件訴訟において，上記損害額の一部として１６００万円を

請求する。 

   イ 著作者人格権侵害による損害 

     原告は，半生を紀行作家・写真家として打ち込んできたものであるこ

とから，単に映像そのもののみならず，作品のオリジナル性及び編集方

法についても，重要な社会的，人格権的価値を保有している。 

     原告は，信頼して本件ＤＶテープを委託した被告Ｂに裏切られ，委託

の趣旨に反して本件ビデオ映像を無断で編集され，勝手にテレビ局に販

売されて放送されたものであり，これによって，本件ビデオ映像に係る

原告の著作者人格権（公表権，氏名表示権及び同一性保持権）は著しく

毀損された。原告の苦痛は甚大であり，この精神的苦痛を慰謝するため

の金額は，５００万円を下らない。 

     原告は，本件訴訟において，上記損害額の一部として３００万円を請

求する。 

   ウ 弁護士費用 

原告は，本件の解決のため，弁護士に依頼して交渉し，本件訴えを提

起せざるを得なかった。その費用は，上記ア及びイの総損害額の１割を

下らない。 
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原告は，本件訴訟において，上記損害額の一部として１００万円を請

求する。 

  ［被告らの主張］ 

   ア 本件訴訟と別件訴訟との関係について 

 本件訴訟と別件訴訟とは，訴訟物も当事者も完全に重複するわけではな

いから，原告が本件訴訟を提起すること自体が違法となるわけではない。 

しかしながら，本件訴訟と別件訴訟とは，主たる争点が共通し，侵害論

に関する証拠も共通する。また，原告は，別件訴訟を提起した時点におい

て，少なくとも，本件テレビ番組が制作されたことは知っており，別件訴

訟係属中に，本件テレビ番組が地方テレビ局で放送されたことも明らかと

なったのであるから，原告において，本件についても速やかに訴えを提起

し，別件訴訟と併合審理を求めることが容易であったにもかかわらず，あ

えてこれをしなかったものである。 

このような事情を考慮すると，本件訴訟と別件訴訟とが併合審理された

と仮定した場合の認容額と，本件のように本件訴訟と別件訴訟とが別個に

提起された場合の認容額の合計額とが齟齬することは，不合理である。本

件訴訟における原告の損害額を算定するに当たっては，上記の事情を考慮

する必要がある。 

イ 著作権法１１４条３項に基づく損害額について 

  (ア) 別件訴訟控訴審判決は，本件ＤＶＤの販売に関する複製権侵害による

損害額（著作権法１１４条３項）の認定に際し，本件ＤＶＤの販売価格

（税込み３１５円）が，同ＤＶＤの内容や同種のＤＶＤ商品の販売価格

に照らして相当程度低廉であることや，上記価格は，本件テレビ番組を

利用して作成されたことから可能となったものであることを理由とし

て，本件ＤＶＤの実際の販売価格ではなく，ＤＶＤ１枚当たり４０００

円という価格に基づいて損害額を算出している。 
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  このことは，別件訴訟控訴審判決において上記損害額を算出する際，

実質的に，本件テレビ番組が放送に供されたことによる利益（ＤＶＤの

映像制作の原価がかかっていないという利益）についても勘案されてい

たと評価するべきである。 

また，別件訴訟控訴審判決は，ＤＶＤ１枚当たりの価格を４０００円

としつつ，本件ＤＶＤの複製枚数については実際の複製枚数である９９

８４枚として，損害額を算定している。しかしながら，本件ＤＶＤの価

格が３１５円ではなく４０００円であれば，当然，ＤＶＤの販売枚数及

び複製枚数にも影響することからすると，販売価格のみを高額にし，複

製枚数を実際の枚数とした上記判決の評価は，経験則に反するといえる。 

この点からも，別件訴訟控訴審判決では，実質的に，本件テレビ番組

が放送使用されたことも含めて損害額が評価されており，原告はその支

払を受けているといえる。 

したがって，原告は，既に損害の填補を受けており，もはや本件訴訟

において著作権侵害による損害賠償を請求することはできないというべ

きである。 

    (イ) 仮に，原告が本件訴訟において著作権侵害による損害賠償を請求し

得るとしても，次の事情を勘案すると，原告の請求額は過大である。 

ａ 本件テレビ番組の販売価格 

本件テレビ番組の販売先は，いずれも地方のローカルテレビ局で

あり，その販売価格は，別紙一覧表のとおり，合計で１１０万３０

００円である。この販売価格は，キー局のようなネット放送を伴わ

ない，地方のローカル局が自局だけで放送する場合の番組の販売価

格としては，平均的かつ一般的なものであり，格別低廉なものでは

ない。むしろ，年末年始の番組であるということを勘案すれば，平

均的な販売価格よりは高額である。 
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ｂ テレビ番組の販売価格を決める要素 

地方のローカル局が自局だけで放送する番組を外部から購入する

場合，価格決定に際して重要なのは，放送時間という「枠」と，そ

れに投入することのできる各放送局の予算であり，原告の強調する

ような番組内容の希少性ではない。 

また，地方のローカル局に対する番組販売の対価が放送数単位で

設定されていることからすると，多額の制作費を投じた映像作品や，

内容に希少性がある映像作品も，多くのローカル局で，多くの回数

放送されることにより，放送１回当たりの対価がさほど高額でなく

とも十分な利益を得ることができる。 

なお，本件テレビ番組は，本件ＤＶＤとして商品化されたため，そ

の後放送局への販売が行われることはなかったが，仮に，本件ＤＶＤ

としての商品化が行われていなかった場合，その後も地方のローカル

局に対する販売が続けられ，相応の利益を上げていた可能性が十分あ

る。 

ｃ 本件テレビ番組の内容 

本件テレビ番組は，特別な鉄道マニアではなく，地方在住の一般の

視聴者を対象とし，自宅に居ながらにして世界旅行の気分を味わって

もらうための，年末年始向けの放送番組として制作されたものであ

る。したがって，原告が強調するような，被写体となったＳＬの希少

性などが番組の価値に与えた影響は，さほど大きいものではなく，ハ

ワイやニュージーランドの映像，編集作業，ナレーション及び音楽等

の要素も軽視し難いものがある。 

また，本件テレビ番組の内容や，実際の放送のされ方も，上記のよ

うな希少性を強調したものとはなっていない。むしろ，放送番組とし

ての魅力や，一般の視聴者にとっての親しみ易さという，本件テレビ
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番組の商品価値は，被告らの行った編集作業により高められた側面が

強い。 

ｄ 本件テレビ番組の制作費用 

  本件テレビ番組の制作に要した費用は，次のとおり合計５８万３３

０４円である。 

 ① スタジオ代     １０万５０００円 

 ② テープ代（撮影用）  ２万９８２０円 

③ テープ代（編集用） １６万７６９２円 

④ テープ代（放送用）  ２万１４２０円 

⑤ Ｃによる演出料   １３万３３３２円 

⑥ ナレーション料    ６万３０００円 

⑦ 旅費（原告が中国に渡航した際のもの） 

         ６万３０４０円  

ｅ ＴＢＳビジョン価格表について 

ＴＢＳビジョン価格表に記載されている金額は，テレビ局が制作

した放送番組，すなわち，本件ビデオ映像のような素材となる映像

に，編集，テロップ，ＢＧＭ，ナレーション等の加工作業を経て，

番組としての高い商品価値のあるものに仕上げた二次的著作物とし

ての映像作品を，放送用に販売する際の価格である。このような基

準を，そのままの状態では放送使用に供することのできない本件ビ

デオ映像に用いて著作権使用料相当額を計算することは，相当でな

い。 

また，原告は，本件ビデオ映像を撮影した当時，動画撮影の経験も，

機材を扱った経験もなかったものであり，本件ビデオ映像は，被写体

となったＳＬの資料的価値はともかく，映像作品としての品質は，プ

ロのカメラマンが撮影した映像の比ではない。 
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   ウ 著作者人格権侵害による損害について 

(ア) 同一性保持権について 

  原告は，別件訴訟においても同一性保持権侵害の主張をしており，別

件訴訟控訴審判決において，「本件ＤＶＤは，…控訴人（判決注：原告）

に無断で，本件ビデオ映像に編集を加えた上で，発売されたものであっ

て，本件ビデオ映像の著作者である控訴人の著作者人格権…を侵害する

ものである」との判断に基づき，損害額が認定されている。 

  このように，原告は，既に同一性保持権侵害について勝訴判決を得て，

弁済も受けており，損害の填補を受けているのであるから，もはや本件

訴訟において同一性保持権侵害に基づく損害賠償を請求することはでき

ないというべきである。 

また，本件ビデオ映像は，著作物とはいっても，あるまとまった内容

を有するものというよりは，資料的価値のあるＳＬの映像を集めた，い

わば，編集用素材，中間成果物的色彩の強いものである。したがって，

仮に，同一性保持権侵害が成立するとしても，ある一定のまとまった，

著作物として完結したものが編集された場合と比べれば，それによる精

神的損害の額は，著しく低廉な評価にとどまる。 

(イ) 氏名表示権侵害について 

  原告は，別件訴訟において，本件ＤＶＤに原告の氏名が表示されてい

ないことを理由に氏名表示権侵害の主張をしており，別件訴訟控訴審判

決において認容判決を得て，既に弁済を受けている。 

 これに加えて，前記(2)［被告らの主張］で被告らが主張した点や，

テレビで一時的に流れる映像への氏名表示と，商品として販売されたＤ

ＶＤへの氏名表示とでは，後者の方が，著作者の精神的苦痛の程度は圧

倒的に重大であると考えられることなどを考慮すれば，原告は，別件訴

訟において，放送についての氏名表示権侵害についても実質的に勝訴判
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決を得て，その弁済を受けることによって損害が填補されているといえ

る。 

したがって，原告は，もはや本件訴訟において氏名表示権侵害に基づ

く損害賠償を請求することはできないというべきである。 

(ウ) 公表権侵害について 

原告は，別件訴訟において，本件ＤＶＤの販売について公表権侵害の

主張をしており，別件訴訟控訴審判決において認容判決を得て，既に弁

済を受けている。 

公表権は，未公表の著作物に加えて，同意を得ないで公表された著作

物にも及ぶものではあるが，原告は，別件訴訟において，既に本件テレ

ビ番組が放送された事実は知悉しながら，この点についての精神的苦痛

に明確に言及せず，これを前提としつつも，本件ＤＶＤが突然廉価で販

売されたことによる精神的苦痛を強調していた。 

別件訴訟では，このような原告の主張を踏まえて，本件テレビ番組が

放送されたことを認定した上で，これを前提に，本件ＤＶＤの販売につ

いて公表権侵害の損害額を認定しているので，実質的には，放送につい

ての公表権侵害による損害額も合わせて評価されたと見るのが自然であ

る。 

したがって，原告は，もはや本件訴訟において公表権侵害による損害

賠償を請求することはできないというべきである。 

   エ 弁護士費用について 

原告は，本件訴訟と別件訴訟を同時に提起することが極めて容易であっ

たものであり，また，別件訴訟の提起前に，本件テレビ番組の制作及び放

送について弁護士に依頼して交渉したという事実もないから，本件におい

て弁護士費用が認められるべきではない。 

  ［被告らの主張に対する原告の反論］ 
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   ア 本件訴訟と別件訴訟との関係について 

本件訴訟は，原告が，被告らによる違法な番組の制作及びこれをテレ

ビ局に販売して放送したことについて，著作権及び著作者人格権侵害を

主張するものである。これに対し，別件訴訟は，国内最大手の１００円

均一ショップである大創産業が，大量のＤＶＤを廉価で販売したという

事件であり，本件訴訟とは，当事者も，侵害の態様も，原告が侵害され

た利益も異なる。したがって，本件訴訟は，別件訴訟とは独立して，公

正に判断されるべきである。 

     別件訴訟第一審判決は，実際に大創産業が販売した本件ＤＶＤの価格

が１枚３１５円であったところ，原告の損害額の算定においては，１枚

４０００円と算定して損害額を算出している。これは，本件ビデオ映像

の評価として，他の同様のＤＶＤ商品の販売額等の証拠資料に基づき，

客観的な見地から，適正妥当な金額を算定，評価したものである。この

選定評価に，本件ＤＶＤの複製販売以外の著作権侵害行為に対する賠償

を包含したと解する余地のないことは，民事訴訟の基本原則から明白で

ある。 

   イ 本件テレビ番組の販売価格を基準とすることについて 

被告らの主張する本件テレビ番組の販売価格は，被告らにおいて本件

ビデオ映像を不法かつ無償で使用して同番組を制作したために実現する

ことのできた価格であり，本件ビデオ映像の価値からすると著しく低廉

なものである。この販売価格では，本件ビデオ映像の企画，取材，撮影

の実費すら回収することができず，大幅な赤字となってしまい，営業と

して成り立たない。 

第３ 争点に対する判断 

 １ 争点１（原告は，被告らに対し，本件ビデオ映像を編集して放送番組を制

作すること及びテレビ局を通じて同番組を放送することを黙示に許諾した
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か）について 

(1) 認定事実 

 ア 前記争いのない事実等に加え，証拠（甲１，４，７，１０，乙１～８，

１１～１９）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。 

(ア) 原告は，平成１２年ころ，原告の父から，父の知人である被告Ｂ

を紹介された。 

原告は，当時，専らカメラでＳＬの写真を撮影しており，ＳＬの動

画を撮影した経験はなかったところ，被告Ｂから，原告が希望するの

であれば，原告が鉄道の取材等で外国に行く際に，被告Ｂの経営する

被告オスカ企画の保有する業務用のＤＶカメラ及びその付属機材一式

を無償で貸し出してもよい旨を提案されたため，被告Ｂの厚意を受け

ることとした。 

(イ) 原告は，平成１２年ころから平成１６年までの間，数回にわたり，

世界各地を訪れ，被告Ｂから貸与されたＤＶカメラで現地のＳＬの様

子を撮影し，これを，被告Ｂから提供を受けたＤＶテープに記録した。 

上記ＤＶカメラ等及びＤＶテープは，原告が，上記撮影旅行に出発

する都度，被告オスカ企画の制作室を訪れて貸出しを受け，撮影旅行

から帰国する都度，これを被告オスカ企画に返却ないし引き渡してい

た。 

また，原告は，上記ＤＶテープ等を被告オスカ企画に引き渡す際，本

件ビデオ映像を被告ＢやＣと一緒に見ることもあり，その際，被告Ｂや

Ｃから，風景や人々の姿など，ＳＬが走っている地域の風俗等が伝わる

映像も撮った方がよい旨助言されたこともあった。 

なお，原告が上記撮影旅行に行く際の旅費等は，通常，原告自身が負

担していたが，平成１６年３月に中国に出かけた際の旅費については，

原告が既に旅行会社に支払っていた金額を，被告オスカ企画が原告に対
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して支払った。 

(ウ) 本件ビデオ映像の著作権の帰属について，被告Ｂ及びＣは，本件ビ

デオ映像は，上記のとおり，被告オスカ企画が原告に無償で貸与したＤ

Ｖカメラによって撮影されたものであり，本件ＤＶテープも被告オスカ

企画が提供したものであったことから，その著作権は被告オスカ企画が

有するものと認識していた。 

  一方，原告は，被告Ｂが原告にＤＶカメラ等を提供してくれたのは同

被告の厚意によるものであって，本件ビデオ映像の著作権は，当然に，

撮影者である原告に帰属するものと認識していた。また，原告は，本件

ビデオ映像の著作権について，被告Ｂ及びＣが上記のような認識を有し

ていることを知らなかった。 

もっとも，本件ビデオ映像は，もともと原告の趣味の一環として撮影

されたものであり，原告において，同映像を使用して映像作品を制作す

ることを意図して撮影したものではなかった。また，被告オスカ企画も，

本件ビデオ映像を利用して放送番組等を制作することを想定していた

わけではなく，当初はその予定もなかった。 

(エ) その後，平成１６年５月ころになって，被告オスカ企画において，

本件ビデオ映像を利用してＳＬをテーマにした放送番組を制作すると

いう企画が浮上した。もっとも，本件ビデオ映像は，上記のとおり，も

ともと同映像を使用して映像作品を制作することを意図して撮影され

たものではなかったため，同映像を使用してテレビ番組を制作するため

には，同映像を編集する必要があった。また，本件ビデオ映像の撮影地

域ないし撮影対象は広範にわたり，撮影時間も長時間に及ぶものであっ

たことから，これを編集するためには，撮影された映像の国名，列車名，

駅名等といった情報が必要であり，そのために，撮影者である原告の協

力を得る必要があった。 
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ところが，原告と被告Ｂとは，原告が同年５月２４日にＤＶカメラ等

の機材を返却するために被告オスカ企画の制作室を訪れた際，被告Ｂか

ら，原告が返却日時の約束を一方的にキャンセルしたことや，約束の訪

問時間に遅れたこと，三脚を忘れたことなどについて強く叱責されたた

め，以後，互いに話をすることがない不仲な状態となっていた。 

そこで，原告と良好な関係を維持していたＣは，同月２８日，借りて

いた三脚を返却するために被告オスカ企画の制作室を訪れた原告に対

し，被告らにおいて本件ビデオ映像を利用して放送番組を制作する企画

を検討していること，制作に当たって，本件ビデオ映像中の映像の国名，

列車名，駅名等の情報が必要であるため，同情報を書いた説明書（以下

「本件説明書」という。）を作成してほしいこと，を伝えた。 

これに対し，原告から，本件説明書を作成するために本件ビデオ映像

のコピーを渡して欲しいとの要望があったことから，Ｃは，これに応じ，

被告オスカ企画の制作室において本件ビデオ映像をＤＶテープからＶ

ＨＳテープにダビングし，同年６月２６日，原告に送付した。 

(オ) ところが，原告は，上記のとおりＶＨＳテープを受け取った後も，

多忙であったこともあり，なかなか本件説明書を作成せず，Ｃから電話

や手紙等で何度か催促を受けても，これに返答しなかった。 

原告は，平成１７年の正月にＣに送った原告年賀状に，「ご連絡が遅

くなりすみません。時間をみつけビデオ資料整理しますのでもう暫くお

待ち下さい」と記載したものの，その後も本件説明書を作成せず，Ｃに

連絡することもなかった。 

Ｃは，このような原告の対応からすると，原告は本件説明書を作成す

るつもりがないのではないかと考え，やむを得ず，自分で資料を調査し

て，本件ビデオ映像中の映像の国名，列車名，駅名等といった情報を収

集することとした。 
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Ｃは，平成１７年の夏ころまでに，上記調査を行い，その調査結果を

基に，本件ビデオ映像中の映像を解説するナレーションを作成した。そ

して，Ｃは，合計約２５時間の長さに及ぶ本件ビデオ映像の一部を適宜

取捨選択し，これに解説のナレーションや音楽等を挿入した上で，放映

時間各２５分程度のテレビ番組に編集し，本件テレビ番組を制作した。

なお，Ｃ及び被告Ｂは，上記(ウ)のとおり，本件ビデオ映像の著作権は

被告オスカ企画が有するものと認識していたため，上記編集作業を行う

に当たって，原告に報告したり，原告の許諾を求めたりすることはなか

った。 

(カ) 本件テレビ番組は，別紙一覧表記載のとおり，平成１７年１２月２

９日から平成１９年１月２日までの間に，新潟放送，秋田放送等の地方

テレビ局において合計１７回放送された。 

  一方，原告は，被告らから，本件テレビ番組を制作したこと，同番組

をテレビ局に販売したこと及び同番組がテレビで放送されたことにつ

いて，何らの報告も受けておらず，これらの行為について許諾を求めら

れたこともなかった。 

そのため，原告は，本件テレビ番組が上記のとおり放送された当時は，

その事実を認識しておらず，本件テレビ番組が制作されたことや同番組

がテレビで放送されたことなどを知ったのは，平成２０年以降のことで

あった。 

イ 原告は，① 原告は，平成１６年５月２４日に被告Ｂの自宅を訪れた際，

被告Ｂから，本件ビデオ映像について製品化したいのでその版権を譲渡し

ないかという提案を受けたのに対し，これを即座に断った，② 原告は，

その数日後，三脚を返却するために被告Ｂ宅を訪れ，応対したＣに三脚

を返却したことはあるものの，その際，Ｃから本件ＤＶテープの商品化

や版権譲渡等の話はなかった，③ 原告は，その後しばらくして，Ｃから
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電話を受け，Ｃの個人的好意により，本件ＤＶテープがかなり長時間の

ものとなったことから，原告のために備忘としての説明書を作成してお

いた方がよいと勧められた，④ 原告は，被告らから，本件ＤＶテープ

を利用して番組を制作する企画があると告げられたことはなく，番組制

作に必要なものとして本件ビデオ映像の説明書の作成を依頼されたこと

も，そのような依頼を受諾したこともない，と主張し，原告本人の陳述書

及び別件訴訟における原告本人の尋問調書（甲４，７，１０。以下「原告

本人の陳述書等」という。）中には，これに沿う部分がある。 

しかしながら，本件テレビ番組を制作した当時，被告Ｂ及びＣにおいて，

本件ビデオ映像の著作権は被告オスカ企画にあると認識していたことに

ついては，前記認定のとおりである。また，それ故に，被告Ｂ及びＣは，

本件ビデオ映像を編集して本件テレビ番組を制作したり，本件テレビ番組

を本件ＤＶＤにして販売するに当たって，著作権者である原告の許諾を得

ることをせず，その事実を原告に告げることすらしなかったものといえ

る。 

したがって，当時このような認識を有していた被告Ｂが，原告に対し，

本件ビデオ映像の著作権が原告にあることを前提として，本件ビデオ映像

の製品化のためにその版権を譲渡するよう求めるということは，およそ考

え難いというべきである。 

また，前記認定事実によれば，原告は，単に，Ｃから本件説明書の作成

の話を一度だけ聞いたというにとどまらず，その後も，Ｃから，本件説明

書を作成するよう電話や手紙で何度も催促を受け，原告の方からも，Ｃに

対し，平成１７年の正月に送付した原告年賀状の中で，Ｃへの連絡が遅れ

たことを謝罪するとともに，本件説明書の作成のために時間的な猶予を求

める文言を記載していることからすれば，本件ビデオ映像の説明書は，Ｃ

が，単に，原告個人の備忘のために作成を勧めたにすぎないものではなく，
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本件ビデオ映像を利用した放送番組制作の企画のために必要なものとし

て，原告にその作成を依頼したものと認めるのが相当である。 

したがって，前記アの認定に反する原告本人の陳述書等は採用すること

ができない。 

なお，Ｃは，本件ビデオ映像をダビングしたＶＨＳテープを原告に送付

する際，宅配便の伝票の依頼主の欄に，被告オスカ企画ではなくＣ個人の

氏名を記載していることが認められる（乙３）。しかしながら，前記認定

事実によれば，当時，Ｃは，本件ビデオ映像の著作権は被告オスカ企画に

あると認識していたものであり，上記ダビングも被告オスカ企画の制作室

で行っていることなどからすると，上記伝票記載の事実からただちに，上

記テープの送付が被告オスカ企画の業務と無関係にされたものであった

ということはできない。また，当時，原告と被告Ｂが，互いに話もしない

ような不仲な関係となっていたことからすれば，Ｃが，両者のこのような

関係に配慮してＣの個人名義でＶＨＳテープを送付することも，あながち

不自然であるとはいえない。したがって，Ｃ個人の名前でＶＨＳテープが

送付された事実は，前記アの認定を左右するものではない。 

ウ 原告は，原告と被告Ｂとの間には決定的な感情的対立が生じていたもの

であり，そのような状況下において，被告らが原告に対して本件ビデオ

映像を利用して番組を制作するという話題を持ち出したり，原告がこれ

に応じたりすることは，常識では考えられないと主張する。 

しかしながら，前記認定のとおり，① 原告と被告Ｂとが不仲な関係

となった後に，本件ビデオ映像の件につき原告と専ら話をしていたのは，

Ｃであり，当時，Ｃと原告とは良好な関係にあったこと，② 本件ビデ

オ映像は，もともと原告の趣味の一環として撮影されたものであり，原

告において，同映像を使用して映像作品を制作することを意図したもの

ではなく，平成１６年当時はその予定もなかったこと，③ 原告は，本
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件ビデオ映像を撮影するに当たって，被告Ｂの厚意により，被告オスカ

企画の保有するＤＶカメラの貸与やＤＶテープの提供を無償で受けてい

たほか，被告ＢやＣから，動画の撮影の仕方について助言を受けたり，

渡航費用の援助を受けたりしたこともあったこと，などの事情を考慮す

ると，不仲となっていた被告Ｂではなく，良好な関係を維持していたＣ

から，本件説明書の作成を依頼するという形で上記検討中の企画への協

力を求められた原告が，これに特段異議を述べることなく，Ｃに対し，

本件説明書の作成に必要であるとして本件ビデオ映像のコピーを渡して

くれるよう求めたとしても，格別不自然なこととはいえないというべき

である。原告の上記主張は，採用することができない。 

(2) 上記事実関係によれば，原告は，平成１６年５月２８日にＣから本件ビデ

オ映像の説明書の作成を依頼された際，被告らにおいて本件ビデオ映像を利

用した放送番組を制作するという企画を検討中であることも伝えられていた

ものであり，その時点では，同企画及び本件説明書を作成することについて

特段異議を述べず，むしろ，Ｃに対し，本件説明書を作成するために必要で

あるとして本件ビデオ映像のコピーを渡して欲しいと求めるなど，本件説明

書の作成に応じるかのような対応をとっていたことが認められる。 

そして，被告らは，このような事実をもって，原告は，本件ビデオ映像が

編集されて放送番組が制作されること及び同番組がテレビ局を通じて放送さ

れることについて黙示の許諾を与えていたものと評価することができると主

張する。 

しかしながら，証拠（乙５～８）及び弁論の全趣旨によれば，Ｃが原告に

対し本件ビデオ映像を利用した放送番組制作の企画を検討していることを伝

えた段階では，本件ビデオ映像を使用して実際に放送番組を制作することが

できるか否かは，まだ判断ができない状態であって，当該企画自体が明確に

確定していたわけではなく，当然，被告らにおいて，どのような方針で本件
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ビデオ映像を編集し，具体的にどのような内容の番組を制作するのかという

点や，制作された番組を誰に対してどのような条件で販売し，いつどのよう

な形で放送されるのかという点についても，確定していなかったものであり，

これらの事項について，被告らから原告に対して説明したり，原告の許諾を

求めたりしたことはなく，原告においてこれらの事項を認識していたもので

もなかったこと，その後，別件訴訟が提起されるまでの間に，被告らが，こ

れらの事項を原告に説明するなどして許諾を求めたことはないこと，が認め

られる。 

そうすると，原告が，Ｃから，本件ビデオ映像を利用した放送番組制作の

企画があること及びそのために本件説明書を作成する必要があることを伝え

られ，そのことに特段異議を述べず，むしろ，Ｃに対して本件説明書の作成

に応じるかのような態度をとっていたとしても，そのことだけをもって，原

告が，被告らに対し，本件ビデオ映像を編集して放送番組を制作し，これを

テレビ局に販売することや，同番組をテレビで放送することについて，黙示

に許諾していたものと認めることはできない。 

 (3) 以上のとおりであるから，被告オスカ企画による本件テレビ番組の制

作，被告オスカ社による本件テレビ番組の販売及び販売先のテレビ局によ

る本件テレビ番組の放送につき，原告の許諾を得ていたと認めることはで

きない。また，前記認定のとおり，本件テレビ番組がテレビで放送された

当時，本件ビデオ映像は，まだ公表されていなかったものであり，かつ，

同番組には，撮影者である原告の氏名は表示されていなかったことが認め

られる。 

したがって，原告は，被告オスカ企画が，原告の意に反して本件ビデオ

映像を編集し，本件ビデオ映像の一部を利用して本件テレビ番組を制作し

たことにより，本件ビデオ映像に係る原告の著作権（複製権）及び著作者

人格権（同一性保持権）を侵害されたものと認められる。 
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また，原告は，被告オスカ社が，本件テレビ番組がテレビで放送される

ことを目的として，同番組をテレビ局に販売し，その後同番組がテレビで

放送されたことにより，本件ビデオ映像に係る原告の著作権（頒布権及び

公衆送信権）及び著作者人格権（氏名表示権及び公表権）を侵害されたも

のと認められる。 

なお，被告らは，本件テレビ番組の販売先は特定かつ少数であるから，

被告オスカ社が本件テレビ番組を販売した行為は原告の著作権（頒布権）

を侵害するものではないと主張する。しかしながら，被告オスカ社が，本

件テレビ番組がテレビで放送されること，すなわち，同番組を公衆に提示

すること（著作権法２条１項１９号）を目的として同番組をテレビ局に販

売したことについては上記認定のとおりであるから，被告オスカ社の上記

行為は原告の著作権（頒布権）を侵害するものといえる。 

２ 争点２（被告らは，本件テレビ番組に原告の氏名表示を省略すること（著

作権法１９条３項）ができるか）について 

 被告らは，本件ビデオ映像は撮影対象であるＳＬの希少性に主たる価値があ

ること，本件テレビ番組は被告オスカ企画が本件ビデオ映像のごく一部を抽出

して編集したものであり，本件ビデオ映像の全体とは相当質の異なる作品とな

っていること，映像作品においては，放送時間の制約もあり，氏名表示につい

ても一定の制約があることなどを挙げ，本件テレビ番組に原告の氏名の表示を

省略したとしても，著作物の利用の目的及び態様に照らし，著作者が創作者で

あることを主張する利益を害するおそれがなく，公正な慣行にも反しない（著

作権法１９条３項）と主張する。 

しかしながら，著作権法は，著作者の人格的利益を保護するために，著作者

人格権としての氏名表示権を認めており，同権利は，二次的著作物の公衆への

提供等に際しての原著作物の著作者名の表示についても認められることに鑑

みれば，仮に，本件ビデオ映像の価値や本件テレビ番組の編集方法について，
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被告らの主張する事実が認められるとしても，そのことのみをもって，本件ビ

デオ映像を撮影した原告の氏名を，同映像を素材として制作された本件テレビ

番組に表示しないことが，原告が著作者であることを主張する利益を害するお

それがないものとも，公正な慣行に反しないものであるともいうことはできな

い。 

したがって，被告らの上記主張は理由がない。 

 ３ 争点３（被告らの故意又は過失の有無）について 

被告オスカ企画が本件テレビ番組を制作し，被告オスカ社が同番組をテレ

ビ局に販売し，販売先のテレビ局が同番組をテレビで放送したことにより，

本件ビデオ映像に係る原告の著作権及び著作者人格権が侵害されたことにつ

いては，前記１及び２で説示したとおりである。 

また，被告オスカ企画はテレビ番組の制作等を業とする者として，被告オ

スカ社はテレビ用映画フィルムの配給等を業とする者として，それぞれ，本

件テレビ番組の制作ないし販売に当たり，本件ビデオ映像の著作権の帰属に

ついて十分な検討をするとともに，本件ビデオ映像の撮影者である原告の認

識を確認するなどの調査を行えば，本件ビデオ映像の著作権が原告にあるこ

とを認識することが可能であったにもかかわらず，必要な検討及び調査を行

うことなく，同映像の著作権を被告オスカ企画が有するものと安易に判断し

て，上記侵害行為を行ったものである。したがって，被告オスカ企画は本件

テレビ番組を制作したことにつき，被告オスカ社は本件テレビ番組を販売し

たことにつき，少なくとも過失があったというべきである。 

さらに，証拠（乙５～８）及び弁論の全趣旨によれば，被告オスカ社は，

被告オスカ企画が制作した映像の販売等を行う会社であり，また，被告Ｂは，

上記侵害行為がされた当時，被告２社の株式のすべてを保有し，両社の代表

取締役を務めていた者であり，被告Ｂの自宅を被告オスカ企画の制作室とし

て使用し，被告Ｂの意向により上記侵害行為が行われたものであることが認
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められる。 

このような，本件テレビ番組の制作及び販売における被告らの緊密な関係

に鑑みると，本件テレビ番組の制作及び販売という一連の侵害行為について，

これを全体的に考察すれば，被告らは共同して上記侵害行為を行ったものと

認められる。 

 ４ 争点４（過失相殺の成否）について 

 被告らは，原告はＣから本件ビデオ映像の説明書を依頼された段階で，本件

ビデオ映像を利用した放送番組を制作する企画があることを伝えられていたも

のであり，この時点で，被告らが本件ビデオ映像を利用した放送番組を制作す

ることを予想し得たにもかかわらず，被告らに対して何らの対応もとらなかっ

たものであるから，本件テレビ番組が制作ないし放送されたことについて原告

に過失が認められるとして，過失相殺を主張する。 

しかしながら，Ｃが原告に本件説明書の作成を依頼した時点では，前記のと

おり，上記企画は明確に確定していたわけではなく，その後に同企画が具体化

した後も，本件ビデオ映像の著作権は被告オスカ企画にあると認識していた被

告らは，原告に対し，本件ビデオ映像を編集して本件テレビ番組を制作するこ

とや，これをテレビ局に販売することを連絡しなかったものであり，原告にお

いても，そのような事実を認識することがなかったものであって，原告が被告

らに対し，被告らが本件ビデオ映像を編集して放送番組を制作すること及びテ

レビ局を通じて同番組を放送することを原告が許諾していると誤信させるよう

な，積極的な言動を行った事実は認められない。  

また，仮に，本件説明書の作成依頼を受けた後の原告の対応に問題があった

としても，著作権者である原告の許諾を得ずに，その著作物である本件ビデオ

映像を利用して放送番組を制作したり，テレビ局を通じて同番組を放送するこ

とは，本来，当然に著作権侵害及び著作者人格権侵害となる行為であり，被告

らにおいても，この点を十分認識した上で，本件テレビ番組の制作及び販売に
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当たる必要があったにもかかわらず，前記のとおり必要な調査を怠り，原告の

著作権及び著作者人格権を侵害したことが認められる。 

以上のような事情を考慮すると，本件において，被告らによる著作権侵害及

び著作者人格権侵害につき，原告に過失があったと認めることはできない。 

 ５ 争点５（原告の損害）について 

  (1) 著作権法１１４条３項による損害額について 

ア 前記認定のとおり，本件ビデオ映像は，原告が，被告Ｂの厚意により，

被告オスカ企画の保有するＤＶカメラ等機材一式を無償で借り受け，Ｄ

Ｖテープの提供を受けて撮影したものであり，原告は，上記撮影に当た

って，被告Ｂ及びＣから，ＳＬの映像だけでなくＳＬが走っている地域

の風俗等が伝わる映像も撮った方がよい旨の助言を受けたり，撮影旅行

のために中国に渡航する際に，渡航費用の援助を受けたりしていた。 

また，本件ビデオ映像は，もともと原告の趣味の一環として撮影された

ものであり，原告において，同映像を使用して映像作品を制作することを

意図して撮影したものではなく，そのままの状態でテレビ番組に用いるこ

とのできるものではなかった。そのため，被告オスカ企画は，本件テレビ

番組を制作するに当たり，撮影時間が約２５時間にも及ぶ本件ビデオ映

像を編集し，解説のナレーションや音楽等を挿入して，放映時間が各２５

分程度の本件テレビ番組を制作した（なお，本件テレビ番組の映像のう

ち，本件テレビ番組１の中のハワイ及びニュージーランドの映像（放映

時間合計４分４９秒）は，本件ビデオ映像ではなく，被告オスカ企画が

独自に入手した映像が使用された）。 

そして，本件テレビ番組は，別紙一覧表のとおり，被告オスカ社から

地方のテレビ局８社ないし９社に対し，販売価格合計１１０万３０００

円で販売され，販売先の地方テレビ局により，延べ１７回にわたって放

送されたが，その放送地域は，自局のみに限られていた。また，証拠（乙
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１１～１９）及び弁論の全趣旨によれば，被告オスカ企画は，本件テレ

ビ番組を制作するに当たって，スタジオ代，テープ代，Ｃによる演出料，

ナレーション料及び原告に支払った旅費として，少なくとも５８万円余

を支出したことが認められる。 

  他方，証拠（甲４，７，１０）及び弁論の全趣旨によれば，本件ビデ

オ映像は，原告が世界各地を訪れて，当地の貴重なＳＬを撮影したもの

であることが認められる。また，原告は，上記撮影旅行に行く際の旅費

等の大半を自己負担している。 

以上のような，本件ビデオ映像の撮影及び本件テレビ番組の制作に至

るまでの経緯，本件テレビ番組の販売価格，放送態様，放送回数及び放

送地域，本件ビデオ映像中のＳＬの映像の貴重性等の事情を総合的に考

慮すると，本件において，本件ビデオ映像の著作権者である原告が「著

作権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額」（著作権法１１４条

３項）は，５０万円であると認めるのが相当である。 

イ これに対し，原告は，本件ビデオ映像は世界の辺境などで稼働する鉄

道の紀行映像であり，その映像価値は非常に高いものであって，同映像

をテレビ番組として販売する場合の通常の価格は，少なくともＴＢＳビ

ジョン価格表の金額を下回るものではない，被告オスカ社が本件テレビ

番組をテレビ局に販売した価格では，本件ビデオ映像の撮影等の実費を

回収することができず，営業として成り立たない，と主張する。 

しかしながら，証拠（甲５）及び弁論の全趣旨によれば，ＴＢＳビジ

ョン価格表は，全国ネットのキー局であるＴＢＳテレビで放送される番

組等を制作する会社であるＴＢＳビジョン社が，同社で撮影した映像の

使用を第三者に許諾する場合の許諾料の基準であると認められる。これ

に対し，本件は，被告オスカ社が，地方テレビ局において一本の番組と

して放送されることを目的として，各テレビ局に対して本件テレビ番組
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を販売したという事案であるところ，ＴＢＳビジョン社が，同社の制作

した映像を一本のテレビ番組として地方テレビ局に販売するに当たっ

て，上記価格表に基づいてその販売価格を定めていることを認めるに足

りる証拠はない。 

したがって，ＴＢＳビジョン価格表を，本件ビデオ映像のように，も

ともと原告の趣味の一環として撮影されたものであり，そのままの状態

ではテレビ番組として使用することができない映像について，これを編

集してテレビ番組を制作したり，その番組を地方テレビ局で放送したり

することを許諾する際の基準として用いることは，適切ではない。 

ウ 他方，被告らは，別件訴訟控訴審判決が，本件ＤＶＤの販売に関する複

製権侵害による損害額を認定するに際し，本件ＤＶＤの販売価格は本件テ

レビ番組を利用して作成されたことから可能となったと説示している事

実をとらえて，別件訴訟控訴審判決では，実質的に，本件テレビ番組が放

送使用されたことも含めて損害額が評価されており，原告はその支払を受

けているから，原告は本件訴訟において著作権侵害による損害賠償を請求

することはできないと主張する。 

しかしながら，別件訴訟控訴審判決の説示の内容をみるならば，同判

決において，本件テレビ番組を利用して本件ＤＶＤが作成された点につい

て言及がされたのは，本件ＤＶＤの販売価格が同ＤＶＤの内容や同種のＤ

ＶＤ商品の販売価格に照らして相当程度低廉であることを認定する際，そ

の要因の一つとして挙げたにすぎないものであると理解するのが相当で

ある。したがって，別件訴訟控訴審判決において，本件テレビ番組が放送

使用されたことも含めて損害額が評価されたものということはできない。 

  (2) 著作者人格権侵害による損害について 

   ア 既に説示したとおり，原告は，被告らによって，本件ビデオ映像に係

る原告の著作者人格権（同一性保持権，氏名表示権及び公表権）を侵害さ
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れたものである。また，本件ビデオ映像は，原告が，約４年をかけて世界

各地を訪れて，当地の貴重なＳＬを撮影したものであり，原告は，同映像

に対する愛着を持っていることがうかがえる。 

原告は，このような映像を，原告に無断で改変されてテレビ番組に編集

され，その番組に撮影者として原告の氏名を表示されず，延べ１７回にわ

たって同番組を各地で放送されたものであるから，これらの行為によって

精神的苦痛を被ったものと認められる。 

他方，原告は，本件テレビ番組をＤＶＤにした本件ＤＶＤが制作，販売

されたことにより，本件ビデオ映像に係る原告の著作権（複製権）及び著

作者人格権（同一性保持権，氏名表示権及び公表権）が侵害されたと主張

して，別件訴訟を提起し，別件訴訟控訴審判決において，著作者人格権侵

害の慰謝料として１００万円が認容され，その支払を受けている。 

これらの事情に加えて，前記(1)で説示した，本件ビデオ映像の撮影及

び本件テレビ番組の制作に至るまでの経緯，本件テレビ番組の放送態様，

放送回数及び放送地域等，本件に顕れた諸般の事情を総合的に考慮すれ

ば，被告らが原告の著作者人格権を侵害したことに対する慰謝料の額は，

５０万円と認めるのが相当である。 

イ これに対し，被告らは，原告は別件訴訟において，本件テレビ番組の制

作についての同一性保持権や，同番組の放送についての氏名表示権及び公

表権侵害についても，実質的に勝訴判決を得てその弁済を受けているとい

えるから，本件訴訟において著作者人格権侵害に基づく損害賠償を請求す

ることはできないと主張する。 

確かに，別件訴訟において，その制作及び販売行為が原告の著作者人格

権を侵害するものであると認定された本件ＤＶＤは，本件テレビ番組をＤ

ＶＤに収録したものであるから，別件訴訟控訴審判決において，本件ＤＶ

Ｄを制作及び販売したことについて著作者人格権（同一性保持権，氏名表
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示権及び公表権）侵害が認定され，慰謝料請求が認容されて原告がその支

払を受けている事実は，本件訴訟における著作者人格権侵害の慰謝料を算

定するに当たっても，考慮すべき事情の一つとなり得るものといえる。 

他方，別件訴訟は，前記のとおり，原告が，本件ＤＶＤの制作，販売に

より著作者人格権を侵害されたことによる慰謝料の支払を求めたもので

あり，原告が，本件テレビ番組の制作及び放送による著作者人格権侵害

に基づく慰謝料の支払を求めている本件訴訟とは，請求原因及び訴訟物

を異にするものである。 

したがって，別件控訴審判決において著作者人格権侵害による慰謝料請

求が認容されているからといって，直ちに，原告が，本件テレビ番組の制

作についての同一性保持権や，同番組の放送についての氏名表示権及び公

表権侵害についても，別件訴訟において実質的に勝訴判決を得てその弁済

を受けているものと認めることはできないというべきである。被告らの上

記主張は採用することができない。 

(3) 弁護士費用について 

    原告は，弁護士を選任して本件訴訟を追行しており，本件事案の内容，認

容額及び本件訴訟の経過等を総合すると，上記著作権侵害行為及び著作者人

格権侵害行為と相当因果関係のある弁護士費用の額は，それぞれ５万円（合

計１０万円）と認められる。 

  (4) 小括 

以上のとおり，被告らによる本件テレビ番組の制作，販売及び公衆送信と

相当因果関係がある原告の損害額は，合計１１０万円及びこれに対する不法

行為の後（被告２社に対する訴状送達の日，被告Ｂに対する訴状送達の日の

３日後）である平成２２年１０月１２日から支払済みまで民法所定の年５分

の割合による遅延損害金であると認められる。 

６ よって，原告の請求は主文第１項の限度で理由があるからこれを認容し，そ
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の余の請求についてはいずれも理由がないからこれを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第４７部 
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